
農林水産本省発注者綱紀保持委員会（第 17回）議事概要  

 

日   時    令和２年７月 17日 (金 ) 13:15～ 13:25 

 

場   所    農林水産省第２特別会議室  

 

出  席  者    大 臣 官 房 長 、 大 臣 官 房 秘 書 課 長 、 大 臣 官 房 参 事 官 （ 経

理 ） 、 大 臣 官 房 地 方 課 長 、 大 臣 官 房 統 計 部 管 理 課 長 、

消 費 ・ 安 全 局 総 務 課 長 、 食 料 産 業 局 総 務 課 長 、 生 産 局

総 務 課 長 、 経 営 局 総 務 課 課 長 補 佐 （ 総 括 ） 、 農 村 振 興

局 総 務 課 長 、 政 策 統 括 官 総 務 ・ 経 営 安 定 対 策 参 事 官 、

農 林 水 産 技 術 会 議 事 務 局 研 究 調 整 課 長 、 林 野 庁 林 政 部

林 政 課 長 、 林 野 庁 国 有 林 野 部 管 理 課 長 、 水 産 庁 漁 政 部

漁政課長  

 

概   要  

１  冒 頭 、 官 房 長 か ら 、 各 委 員 に 対 し 、 不 適 正 な 事 案 が 一 切 起 こ ら

な い よ う 当 省 の 全 て の 発 注 担 当 職 員 の 法 令 遵 守 の 意 識 を 高 め 、 適

正な発注に努めるよう周知してもらいたい旨の発言があった。  

 

２  令 和 元 年 度 発 注 者 綱 紀 保 持 対 策 の 実 施 状 況 に つ い て 、 大 臣 官 房

参事官（経理）から報告（資料１）  

 

３  令 和 ２ 年 度 発 注 者 綱 紀 保 持 対 策 の 実 施 方 針 に つ い て 、 大 臣 官 房

参事官（経理）から報告（資料２）  

 

４  官 房 長 か ら 、 委 員 会 終 了 時 の 挨 拶 に お い て 、 各 委 員 は 、 そ れ ぞ

れ の 部 署 で 、 当 省 の 発 注 者 綱 紀 保 持 対 策 が し っ か り 機 能 し 、 担 当

職 員 に 法 令 遵 守 の 重 要 性 が 周 知 徹 底 さ れ る よ う 、 責 任 を 持 っ て 取

り組んでもらいたいと発言があった。  

 

 

                                                                  

以  上  
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資料 1 

令和元年度発注者綱紀保持対策の実施状況の報告 

 

１ 農林水産本省における発注者綱紀保持研修について 

（１） 企画立案担当者研修（参加者数：30 名） 

   地方支分部局等で実施する発注者綱紀保持研修の企画立案担当者

に対して、令和元年５月に、下記項目について研修を実施。 

  〈研修項目〉 

① 発注者綱紀保持対策に関する講義（講師：大臣官房予算課） 

② 独占禁止法及び官製談合防止法に関する講義 

（講師：大臣官房予算課） 

③ ＤＶＤ聴講 

 

（２） 農林水産本省発注者綱紀保持研修（参加者数：148 名） 

農林水産本省の管理監督者及び発注担当職員を対象として、令和

元年７月、８月、９月に、下記項目について研修を実施。 

〈研修項目〉 

① ７月実施（54 名） 

・発注者綱紀保持対策、独占禁止法及び官製談合防止法について 

（講師：大臣官房予算課） 

・コンプライアンスについて 

（講師：茂木正光行政書士司法書士事務所） 

・ＤＶＤ聴講 

② ８月実施（48 名） 

・発注者綱紀保持対策について（講師：大臣官房予算課） 

     ・独占禁止法及び官製談合防止法について 

（講師：公正取引委員会） 

     ・ＤＶＤ聴講 

③ ９月実施（46 名） 

・発注者綱紀保持対策について（講師：大臣官房予算課） 

・独占禁止法及び官製談合防止法について 

（講師：公正取引委員会） 

・ＤＶＤ聴講 
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（３）e ラーニング（修了者数：4,708 名） 

農林水産省の全職員を対象として、令和元年 12 月 16 日から令和２

年１月 24 日にかけて、①発注者綱紀保持対策、②独占禁止法及び官

製談合防止法について、e ラーニングを実施。 

 

（４）退職前研修（参加者数：66 名） 

   農林水産本省の退職予定職員に対して、秘書課と連携し、令和２

年３月、①独占禁止法及び官製談合防止法上の禁止行為等を行わな

いこと、②現役の職員がこれらの法令に違反し刑事罰や懲戒処分の

対象とならないよう、正当な入札・契約の手続等を除き接触を行わ

ないことについて、研修を実施。 

 

（５）会計実務研修等における講義（参加者数：372 名） 

   毎年度実施される会計実務研修や各種会議等に合わせ、発注者綱

紀保持研修を取り入れ、発注者綱紀保持対策を周知徹底。 

 

   ➀ 一般職試験採用者研修（第１班） 

（平成 31 年４月９日、95 名） 

   ➁ 一般職試験採用者研修（第２班） 

（平成 31 年４月 22 日、98 名） 

   ➂ 一般職試験採用者研修（第３班） 

（令和元年５月 15 日、94 名） 

➃会計実務研修（第 1 班） 

    （令和元年５月 20 日、20 名） 

   ➄地方農政局等・施設等機関会計課長会議 

    （令和元年５月 27 日、34 名） 

   ➅会計実務研修（第２班） 

    （令和元年 10 月 16 日、31 名） 
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２ 地方支分部局等における発注者綱紀保持研修について 

本省において実施した研修と同様に、地方支分部局等において実施。 

合計 32 機関において、延べ 34,675 名が参加。 

（単位：名） 

機関名 計 座学研修 ｅラーニング 退職前研修 

（32 機関計）   34,675 17,033 16,964 678 

東北農政局 2,764 1,084 1,622 58 

関東農政局 2,030 － 1,940 90 

北陸農政局 1,266 240 985 41 

東海農政局 1,138 243 853 42 

近畿農政局 1,333 159 1,134 40 

中国四国農政局 4,132 2,708 1,384 40 

九州農政局 2,041 300 1,682 59 

北海道農政事務所 588 37 514 37 

北海道森林管理局 3,351 2,329 982 40 

東北森林管理局 3,049 2,121 875 53 

関東森林管理局 2,139 1,281 829 29 

中部森林管理局 2,505 1,932 566 7 

近畿中国森林管理局 2,143 1,562 547 34 

四国森林管理局 804 437 349 18 

九州森林管理局 2,740 1,985 724 31 

北海道漁業調整事務所 31 3 27 1 

仙台漁業調整事務所 22 5 17 － 

新潟漁業調整事務所 20 1 19 － 

境港漁業調整事務所 24 － 22 2 

瀬戸内海漁業調整事務所 23 1 21 1 

九州漁業調整事務所 112 46 63 3 

横浜植物防疫所 521 23 483 15 

名古屋植物防疫所 152 17 131 4 

神戸植物防疫所 288 67 216 5 

門司植物防疫所 144 13 128 3 

那覇植物防疫事務所 65 11 51 3 

動物検疫所 519 11 499 9 

動物医薬品検査所 128 32 95 1 

農林水産政策研究所 90 － 88 2 

農林水産研修所 73 31 40 2 

森林技術総合研修所 335 294 36 5 

農林水産技術会議事務局

筑波産学連携支援センタ

ー 
105 60 42 3 
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資料 2 
令和２年度発注者綱紀保持対策の実施方針について 

 

 本年度は、研修として、①「地方支分部局等で実施する研修の企

画立案担当者を対象とする研修」、②「管理監督者及び発注担当職

員を対象とする研修」、③「全職員を対象とする研修」、④「退職

予定職員を対象とする退職前の研修」をそれぞれ実施する。 

   

１ 農林水産本省における発注者綱紀保持研修について 

➀ 地方支分部局等で実施する研修の企画立案担当者を対象とする 

研修 

ア  目的 

研修の企画立案に必要な発注者綱紀保持に関する知識、関

係法令等についての知識の幅広な習得を目的とする。 

イ 開催時期 

 令和２年８月頃 

ウ 研修項目 

発注者綱紀保持対策、官製談合防止法等に関する講義及び

ＤＶＤ聴講 
 

② 管理監督者及び発注担当職員を対象とする研修 

ア 目的 

発注事務の適正性及び透明性の向上並びに発注事務に係る

綱紀の保持を図るために必要な知識を習得させることを目的

とする。 

イ 開催時期  

令和２年７月、８月、９月（３回実施予定）  

１回３時間程度 

ウ 研修項目 

発注者綱紀保持対策、官製談合防止法等に関する講義及び

ＤＶＤ聴講 
 

③ 全職員を対象とする研修 

ア 目的 

発注事務に係る綱紀の保持を図るため、発注者綱紀保持対

策、官製談合防止法等の基礎知識を習得及び再認識させるこ
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とを目的とする。 

イ 開催時期  

令和２年 11 月頃  

実施期間１ヵ月 

ウ 研修項目 

発注者綱紀保持対策、官製談合防止法等に関する e ラーニ

ング 
  

④ 退職予定職員を対象とする退職前の研修 

ア 目的 

国家公務員法に基づく現役職員に対する働きかけ規制、独

占禁止法等の遵守を周知徹底することを目的とする。 

イ 開催時期  

原則として毎年３月に実施 

ただし、退職予定職員のうち、退職時期が研修時期と異な

ることその他やむを得ない理由で退職前研修に参加できない

者に対しては、退職前に研修の内容を個別に説明 

ウ 研修項目 

①独占禁止法及び官製談合防止法上の禁止行為等を行わな

いこと、②現役の職員がこれらの法令に違反し刑事罰や懲戒

処分の対象とならないよう、正当な入札・契約の手続等を除

き接触を行わないことに関する講義等 
 

２ 地方支分部局等における発注者綱紀保持研修について 

本省において実施する研修と同様に、地方支分部局等において

実施する。 
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